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1.　はじめに

　本稿では原子力発電を CO2排出量の少なさ
とエネルギーセキュリティの両面から重視
し、投資促進政策を固めた英国に注目し、そ
の制度設計、特に廃炉に焦点をあて、その歴
史的な観点から整理し、我が国への教訓を整
理したものである。
　英国の廃炉作業の制度設計におけるポイン
トは、政府が最後まで責任を取る姿勢を明確
にすると同時に、競争やガバナンスの視点を
取り入れていることにある。廃炉事業は100
年単位の時間がかかるため、NDA（Nuclear 
Decommissioning Authority） は 日 常 の 運
用 は、SLC（Site Licence Company） お よ
び PBO（Parent Body Organization） に 任
せ、最小コストになるように長期的、戦略的
な視点に集中している。英国では官民が協

力して倒産隔離型の原子力債務基金（NLF : 
Nuclear Liabilities Fund）を組成し、新設の
原発にも同様の Fund を組成することを義務
付けている。他方、我が国においては電力改
革の自由化の外形の方向は決まったが、原子
力事業の位置づけが未だ問題となっており、
制度設計の方向と概略が固まっていない。特
にバックエンドは、再処理と最終処分の体制
が優先され、廃炉の倒産隔離型のファンドの
組成はまったく手がつけられていない。本稿
ではこうした英国の原子力発電における廃炉
の制度設計に関わる事例を研究し、我が国に
適用できるベストプラクティスを検討する。

2.　英国における電力セクター改革

2.1.　英国における電力セクター改革のこれ
までの流れ

　表 1 は英国における電力セクター自由化
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と原子力関連政策、再生エネルギー、気候
変動の流れをまとめたものである。英国で
は1926年、中央電力庁（Central Electricity 
Authority）および National Grid が設立され
た。1947年には当時英国内にあった625の電
力会社が12の地区配電局に統合され、電気事
業、ガス事業が国有化された。1957年に中央
電力庁が解体され国有発送電公社（CEGB : 
Central Electricity Generating Board）と地
区配電局が設立された。英国イングランドと

ウェールズでは、1989年に電力法（Electricity 
Act）により、電力部門の自由化が始まった。
強制プールが導入され小売自由化が開始され
た。1990年に民営化の流れの中で、国有発
送電公社（CEGB）が発送電分離され、発電
会社のナショナルパワー（National Power）、
パ ワ ー ジ ェ ン（Powergen）、 ニ ュ ー ク リ
ア・エレクトリック（Nuclear Erectric）の
3 社に分割された。送電事業はナショナル
グリッド社１社に所有権が分離された。配

出所：Nuclear Energy Statistics （2013） Paul Bolton, Social & General Statistics　等より作成

表 １ 　英国における原子力関連年表

1926 (Central Electricity Authority) National Grid

1947 625 12

1957 (CEGB)

1989 Electricity Act
NFFO 32
2000

1990
1990 (Electricity Act 1989) CEGB 3

1

1994

1995 Sizewell B
1996

1998

1999 ( )
2001 Utilities Act 2000

2001
NETA: The New Electricity Trading

Arrangements
British

Energy 

2002 (RO:
Renewable Obligation Order) England Wales

2002 BE

2003 :Our
Energy Future - Creating a low Carbon 2006

2005

Energy Act 2004
(Act)

(Act)

2005
NETA
BETTA:The British Electricity Trading and Transmission

Arrangements

2005 NDA:Nuclear Decommissioning Authority 
2006 NLF:Nuclear Liability Fund The Energy Challenge 2006
2008 2008 (Climate Change Act)

2008

Energy Act 2008

Energy Act
2008(the Energy Act)

( )

EDF

DECC(Department of Energy and Climate Change) 2008 10

2009 The UK Renewable Energy Strategy

2010 2025
8

FIT

2011 7 (EMR:Electricity Market Reform)

2012 (CfD)
2015 4 CfD

EdF Hinkley Point C EPR

2012 10 DECC “Increasing the use of low-carbon
technology” 2020

15

2013

(Electricity Market Reform) FIT-CfD

2010 2025
8

2013 10 21 Hinkley Point C EDF Strike
Price CfD (Infrastructure Guarantee
Scheme)
ONR

2014
2014 10 8 (EC) C

FIT-C D EC



− −56 信託研究奨励金論集第37号（2016.11）

電・小売事業はそれまでの国有の配電局
がそのまま地域電力会社（REC：Regional 
ElectricityCompany）として民営化された。
スコットランドでは、1990年に南スコット
ランド電力庁（SSEB）と北スコットランド
水力電力庁（NSHEB）が発送配電を行うス
コティシュパワー（SP）社とスコティッシュ
ハイドロエレクトリック社（Scottish Hydro 
Electric）、原子力発電を行うスコティッシュ・
ニュークリア社（Scottish Nuclear）の ３ 社
に分割、民営化された。
　1998年にガスも完全自由化され、1999年に
は小売の全面自由化が始まった。
　2000年に公益事業法（Utilities Act 2000）
において、一事業者が配電ライセンスと小売
供給ライセンスは同時には持てない、つま
り、両部門の法的分離が定められた。そして、
2001年 3 月に新電力取引調整制度（NETA：
New Electricity Trading Arrangement） に
より、強制プールモデルから、相対取引モ
デルに移行した（その後、2005年にスコッ
トランドも含まれた英国電力取引送電制度

（BETTA : British Electricity Trading and 
Transmission Agreements）に移行した）。
　大きな市場支配力を持つ企業の存在をなく
すため、ナショナルパワー社とパワージェン
社が持っていた石炭火力発電所を AES 等の
IPPs（Independent Power Producers）に売
却させた。原子力発電も他の発電と同じよう
に、小売供給事業者との相対契約、あるいは
UKPX（UK Power Exchange）等民間電力
取引所への参加によって電力を販売すること
になった。NETA への移行によって、原子
力発電所（ガス冷却炉/マグノックス炉）は
他の同じベース電源との競争を余儀なくさ
れ、ガス火力発電所間の価格競争により電力
価格が下落したことからブリティッシュエナ
ジー（BE）の経営破綻につながった（その後
2002年に BE には緊急財政支援がなされる）。
　現在、英国の電力市場は系統運用者のナシ
ョナルグリッドが需給調整を行うバランシン

グ・メカニズムと、電力取引所から構成され
る。英国では2000年頃に北海でのガス生産が
ピークを迎え、新規ガス発電所の建設が停滞
したことから、中小の小売事業者は電力を卸
市場から調達できなくなり、外国資本を含む
大規模な、垂直統合の発電・小売会社に集約
された。2015年現在、発電の ６ 割、小売供給
の ９ 割を六大事業者が占めており、そのうち
４ 社が外国資本の傘下にある。六大事業者

（Big 6）とは RWE Power（独）、 E.ON UK（1）

（独）、EDF Energy（2）（仏）、Scottish Power（ス
ペイン）、残り 2 社は SSE および Centrica
の 6 社（Big 6）である。EDF（仏）の英国
における完全子会社（EDFE）は 8 つの改良
型ガス冷却炉（AGR：Advanced Gas-cooled 
Reactor） と Sizewell B （PWR） を 持 つ（3）。
原子力廃止措置機関（NDA）の所有するウ
ィルファ原子力発電所のマグノックス炉 / ガ
ス冷却炉（GCR : Gas Cooled Reactor）は、
マグノックス社が SLC（サイトライセンス
会社）として運営している。

2.2.　英国における原子力政策の変遷
　英国の最初の商用原子炉は1956年にコール
ダーホールにて、軍事用と兼用で、マグノッ
クス炉の運転が開始された。その後、原子力
潜水艦の開発など軍事用にも研究が進めら
れてきたが、原子力発電そのものでは事業
の成立が厳しかったことから、1989年から
2000年までイングランド及びウェールズで

「非化石燃料義務（NFFO : Non-Fossil Fuel 
Obligation）」が導入・活用された。このス
キームは当初は再生可能エネルギー振興を目
的としていたが、その後原子力発電を維持す
るための財政的仕組みとして導入されたと
解釈されている（Mitedcell（1955）, Connor

（2003））。同様のメカニズムがスコットラ
ンドでは SRO、北アイルランドでは（北ア
イルランド）NFFO（NI-NFFO : Northern 
Ireland NFFO）が導入された。
　非化石燃料義務（NFFO）は1989年電気法
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第32条「非化石燃料資源からの電力」で規定
され、2000年まで実施された。NFFO では
原発事業者と再生可能エネルギー事業者に対
して基本的に最も安い入札価格をつけた事業
者から買取契約が結ばれ、一定の買取価格で
の支払いが保証される（大島（2010）P168、
Connor（2003））ものである。NFFO は、買
収価格の低減効果があったことが指摘されて
いる（大島（2010）、P182）。
　さらに1989年の Electricity Act で化石燃料
課徴金（FFL : Fossil Fuel Levy）が導入され
た。この課徴金により全ての化石燃料経由で
消費者に負担が転嫁された。これは1996年ま
で電力料金を10％上げたが、そのほとんどが
原子力の補助金（廃炉費用＋バックエンド費
用）としてあてられた（Connor （2003））。1996
年に化石燃料課徴金（FFL）は廃止された。
　1996年に原子力発電事業が民営化され、ブ
リティッシュエナジー（BE：British Energy）
社（現在の EDFE 社）はイングランド・ウ
ェールズの原子力発電事業者であるニューク
リアエレクトリック社から比較的採算性のよ
い改良型ガス冷却炉（AGR） ５ ヵ所、PWR
１ ヵ所、スコティッシュニュークリアー社か
ら、改良型ガス冷却炉（AGR） ２ ヵ所の計
８ つのサイトを引き継いだ。
　他方、採算性の悪いガス冷却炉（GCR）
は国営のマグノックスエレクトリック社（後
に英国核燃料公社（BNFL : British Nuclear 
Fuels Limited）マグノックスジェネレーシ
ョン社）が引き継いだ。これよりブリティッ
シュエナジー社は身軽になり民営化に移行す
ることができた。
　2003年 2 月、英国政府はエネルギー白書「英
国の将来：低炭素経済の創設」を発行し、原
子力発電は、二酸化炭素の排出がないが、経
済性が悪いこと、核廃棄物処理の問題に決着
がついていないことから、当面は省エネと再
生可能エネルギーに注力するも、新規原子力
発電施設はオープン（可能性を閉ざさないこ
と）にしていくことが提言された（4）。

　2005年に施行された Electricity Act 2004
は原子力を用いた活動の促進のために使わ
れた。汚染された施設サイトの除染を準備
するため、また再生可能エネルギーの使用
を発展、促進させるための法案（Act）で
ある。更に2008年英国気候変動法（Climate 
Change Act）により1990年ベースラインに
対し、2050年までに少なくとも80％の温室効
果ガスを削減する目標が課せられた。
　その後2006年に英国政府は「The Energy 
Challenge 2006（5）」を発表し、原子力発電を
これまでの CO2を削減するための有用なオプ
ションの一つから、有力な手段として認識す
ることになった。また、原子力発電所の計画
に対して、国のエネルギー戦略・規制問題と、
プロジェクトの特定の問題が混在して議論さ
れてきたことが非効率を生んできたとした。
　2008年に英国政府は新設原子力発電所建設
の促進を明文化するため、新設の原子力発電
所の運営者は、廃炉費用の全額と核廃棄物の
管理と処分にかかる費用の全額に相当する
適切な資金補助が保証されることを確実に
するための、Energy Act 2008（the Energy 
Act）を制定した。
　同年フランスの EDF がブリティッシュエ
ナジーを買収した。
　また同年、新原子力政策白書を発表し、エ
ネルギーセキュリティと気候温暖化への対応
のため、原子力を導入することを鮮明にした。
　2010年には、原子力発電に関する NPS

（National Policy Statement）により、新規
原子力発電所向けに 8 つの有望なサイトを確
定した（6）。これにより、事業者のサイト選定
及び確保に関わる時間が短縮されることにな
った。この 8 つのサイトのうち、ヒンクリー
ポイント（Hinckley Point ）には EDF、中国
広 核 集 団（CGN : China General Nuclear 
Power Group）、中国核工業集団（CNNC : 
China National Nuclear Corporation）、
Areva 連 合 の NNB Genco に よ り3.2GW

（1600MW× 2 基）の欧州加圧水型炉（EPR : 
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European Pressurized Reactor）が建設され
る予定である。Oldbury と Wylfa にはそれ
ぞれ日立の Horizon プロジェクトにより
2.7GW（ 各1340MW× 2 ） の ABWR が、
Sellafield には東芝（WH）及び GDF-SUEZ
の Nugen に よ り3.6GW（1200MW× 3 基 ）
の AP1000が建設されるべく2015年 1 月現
在、準備作業が進められている。
　2012年10月インフラ法（The Infrastructure 
Financial Assistance）Act 2012が女王の裁
定をとり成立した（7）。これによりインフラ事
業に関連させて、財務省（Treasury）もし
くは担当大臣（the Secretary of State）が歳
出を行うことができることになった。原子力
発電所を含むインフラ事業に500億￡を超え
ない範囲で政府の保証が行われる。
　しかし、英国電力取引送電制度（BETTA）
においては低炭素技術による電源が優先さ
れているわけではないため、2011年 7 月電
力市場改革法案（EMR : Electricity Market 
Reform）が出された（8）。政府の電力市場改
革法案（EMR）プログラムはイギリスの老
朽化した電力インフラをより多様で低炭素の
エネルギーミックスで代替するのに必要な投
資を促進するためのパッケージを提供するも
のであり、現在から2020年まで、最高で1100
億￡の資本投資が必要としている。EMR は
差額清算型固定価格買取制度（FIT-CfD）と
発電市場容量制度（Capacity Market）の二
つの新たなメカニズムを提供することによっ
てこの大きな投資を容易にするように計画さ
れている。EMR は消費者にとって最小限の
コストで政府の目標を達成するために、でき
るだけ早く低炭素技術の競争を可能にすべく
意図された（9）。
　2012年10月に DECC は“Increasing the use 
of low-carbon technology”を政策として発
表し、2020年までに英国のエネルギー需要の
15％を再生可能エネルギー由来のものにする
ようコミットを行った（10）。
　電 力 市 場 改 革（Electricity Market 

Reform）の柱の一つとして、CfD（Contract 
for Difference 差額精算制度）の枠組みの検
討が再生可能エネルギー及び原子力向けに
進 展 し、2013年10月21日、Hinkley Point C
に関して英国政府と EDF が Strike Price を
含む CfD 契約（つまり、差額清算型固定価
格買取制度（FIT-CfD））及び政府債務保証

（Infrastructure Guarantee Scheme）に関す
る基本合意を公表した。尚、システムオペレ
ーターである National Grid と EMR の市場
設計デザインに関して発生することが予想
される利益相互（Conflict of Interest）はコ
ントロール可能であるとエネルギー・気候
変 動 省（DECC : Department of Energy & 
Climate Change）と OFGEM は結論づけた。
中でも EMR に関するところ、特に容量オー
クションを実行するスタッフは隔離（Ring-
Fenced）することとされた（11）。
　その後2013年に国会を通過した Energy 
Act 2013の中では以下の 4 つの施策が打ち出
された。
　この中では、
1炭素価格の下限値（CPF:Carbon Price Floor）

の改定
　低炭素電源をコスト的に優位にするた
めに、2013年 4 月 1 日から炭素価格の下
限 値（CPF） を 導 入 し た。 英 国 の CPF
は欧州連合域内の排出量取引制度（EU-
ETS : European Union Emission Trading 
Scheme）に英国独自の炭素価格支援値

（CPS : Carbon Price Support）を加えたも
のになっている。
　2013〜2030年の長期期間で CPF は19ド
ル（正味現在価値）の便益と英国の産業競
争力を損わせない水準ということで、30
￡/tCO2とされた。
　2020年における CPF の30￡/tCO2は2030
年には70￡/tCO2に上昇するが、これは
300～400億￡の低炭素発電への投資をもた
らすことになり、これにより7.5〜9.3GW
の容量が増えるとしている（12）。
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　英国の産業の競争力強化や家庭用電力価
格を下げること、同時に低炭素電源への投
資を増やすため2014年 3 月19日に発表さ
れた Budget 2014により、CPF rate の変
更が発表され1t の CO2に対する炭素価格
支援値（CPS） rate（13）は2016〜2017年から
2019〜2020年まで最大で￡18までとされる
予定である（14）。この背景には、欧州連合
域内排出量取引制度（EU-ETS）の価格水
準が低いことがあげられる。

2差額清算型固定価格買取制度（FIT-CfD）
の導入

3石炭発電への炭素回収貯留技術（CCS : 
Carbon Capture &  Storage）の実質的義務
付け

4容量市場（Capacity Market）の創立
　2013年12月18日、CfD の基盤となる電力市
場改革法案（EMR）を含むエネルギー法案
の第一次法案（Energy Act 2013）が女王の
裁可を経て法制化された。

2.3.　英国における今後の原子力発電量
　1970年代は石炭が、原子力は1975〜1988年
まで建設されたが、1995年の Sizewell B 以

降建設されていない。これに代わって1990
年代にコンバインドサイクルガスタービン

（CCGT : Combined-Cycle Gas Turbine）、
2000年に入り風力発電の運開が増加している。
　2014年現在では、容量ベースでガスが30％、
石炭が30％、原子力が10％であるが、既設原
子 力16基 は、1995年 に 運 開 し た PWR 1 基

（Sizewell B）を除き、2020年代前半に寿命
がくる。また英国石炭生産者連盟の覚書き（15）

（2011年 3 月）でも、28GW の石炭火力発電
所の容量の内、 8 GW を2015年末までに閉鎖
し、残りの20GW については2023年以降も運
転する場合は、産業からの排出に関する指令

（IED : Industrial Emissions Directive）の勧
告に従い、特に NOx について、追加の除去
のための投資を行うものとしている。このよ
うに石炭火力は環境規制により、今後、基幹
電源の役割を果たせない（16）。こういった理由
により再生可能エネルギーの大幅増、新規原
子力発電の導入、既設炉の寿命延長を想定し
ているが、それでも、2020年以降ピーク時に
需給ギャップが生じることが想定されている。
　またエネルギー・気候変動省（DECC2012）
の予測（ストレステストケース）では、需要

図 1 　De-rated Capacity Margin

注：Ofgem: Office of Gas and Electricity Markets
出所：Department of Energy & Climate Change （2012） “Energy Security Strategy”
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伸長、原子力を含む低炭素化電源の導入遅延
の場合、2020年代前半に予備率がマイナスと
なると予想されている（図 1 ）。
　このため、新たな約60GW の電力生産能力
が2021年から2030年までに必要である。その
不足分を再生可能エネルギーと原子力発電で

補っていくことになる。中央シナリオ（タイ
ムリーな投資と適度な需要を反映）では英国
の原子力は今後図 2 のように更新、新設され
ていく。
　図 3 は英国の DECC による英国の2035年
にかけての電源構成の予測である。原子力発

注：The three fossil fuel scenarios are: 
　　Reflecting low global energy demand （low） 世界的な低いエネルギー需要を反映し

たシナリオ （低）
　　Reflecting timely investment and moderate demand （central） タイムリーな投資

と適度な需要を反映 （中央）
　　Reflecting high demand and producers’ market power （high） 高い需要と生産者の

市場支配力を反映 （高）
出所：UPDATED ENERGY AND EMISSIONS PROJECTIONS 2012

Nuclear Energy Statistics’ （9 September 2013） Paul Bolton, Social & General 
Statistics

図 2 　英国における原子力発電の容量予測

図 3 　英国における電源構成予測

注：Reference シナリオ：現在施行されている政策と今後計画されている政策を考慮し
た電源構成

出所：DECC Updated Energy & Emissions Projections - September 2014
Annex G Major power producers’ generation by source
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電は同国で40％近くの大きなシェアを占める
ことになる。

3.　英国における廃炉政策

3.1.　これまでの廃炉事業の流れ
　英国の廃炉事業は、旧型ガス炉、パイ
ル炉（17）、改良型ガス炉、高速増殖炉、再処
理工場、ウラン濃縮施設を20以上のサイトご
とに進められている。英国全体で、今後120
年間で900億￡（日本円で約16.29兆円）から
2,200億￡（日本円で約39.82兆円）のレンジ
で費用がかかると見積もられている（NDA

（2015）“Nuclear Provision”）。
　EDFE によって運営されている改良型
ガ ス 冷 却 炉（AGR：Advanced Gas-Cooled 
Reactor）の廃炉は NLF によって賄われるが、
それ以外の17のサイトは国の費用によって賄
われ NDA が主管する。
　尚、英国の原子炉（のうちマグノックス炉）
は85年を経てから原子炉本体の解体を行う

「安全貯蔵」を基本的な戦略としている。一
般に、長期貯蔵をすると、放射能が減衰する
ため、作業が行いやすくなる、放射性廃棄物
の発生量やリスクが減る、新たな技術開発の
進展が期待できるといったメリットがある。
その一方で、長期貯蔵をしている間に技術や
経験が失われる可能性があること、資金や会
社の存続について不確実性があることなどが
デメリットとして挙げられている。
　英国のセラフィールドサイト（Sellafield 
Limited）は英国の廃炉費用の74％を占める
と予測されているが（NDA（2015））、これ
までの歴史を振り返ると 3 つの世代に分けら
れる。
1第 １ 世代の国産技術による軍事用プルトニ

ウム生産とマグノックス炉（GCR）開発。
2第 ２ 世代は1960～1970年に改良型ガス冷却

炉（AGR）を開発。
3第 ３ 世代としての THORP（The Thermal 

Oxide Reprocessing Plant）は現在、民生

用マグノックス炉の再処理と海外からの使
用済み核燃料の再処理を行う。

　ただし THORP は2018年に EDFE 及び外
国からの使用済核燃料再処理作業を終了さ
せ、廃炉になる。それ以降英国においては新
たな再処理は行わず、現在あるプルトニウム
をプルサーマルで既存の発電所で費消してい
くことになる。新規の原発から出る使用済核
燃料は全量が直接処分されることになる。英
国は核兵器のためプルトニウムを貯めても問
題にされず、日本やドイツのように燃料とし
て消費しなければならない重荷を免れてきた

（ウィリアム（2006）, P115）。
　セラフィールドサイドのクリーンナップは
遅々として進んでいないことは英国議会の
Public Account Committee でも指摘されて
いる（18）。

3.2.　廃炉スキーム
3.2.1.　廃炉スキームの全体像
　英国では2005年に、2004年エネルギー法

（Energy Act 2004）の規定に従い、NDA（原
子力廃止機関）を設立し、そこに Magnox 
Electric 社のマグノックス炉、旧英国原子力
公社（UKAKA : United Kingdom Atomic Ene
rgy Authority） の研究炉、英国核燃料公社

（BNFL）のサイクル関連施設等を集約した。
NDA の前身の BNFL は約 7 兆円の負債を抱
えて破産し、主要な施設を NDA に移管させ
た。国有時代に発生した原子力債務について
はこの NDA にて英国政府が負担することと
した。NDA は法律に基づいて設立された機
関で、その費用は国から支出されるという点
が、長期的なリソース不足リスクに対する懸
念を低下させ、政府が最後まで責任を取る姿
勢を明確にしている。NDA が日常の運用を
SLC（Site Licence Company） 及 び PBO

（Parent Body Organization）に任せ、最小
コストになるように長期的、戦略的な視点に
集中している。廃炉措置、運営はサイトライ
センスカンパニー（SLC）に委託し、他方、
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廃 炉 運 営 の 技 術 は PBO（Parent Body 
Organization）が担当している。
　この際、競争やガバナンスの視点を取り
入れていることが特徴的である。BNFL か
ら NDA に 改 組 し た 時 に「Safer, Faster, 
Simpler, Cheaper」という現在の NDA の哲
学が創生された。
　PBO は SLC が自らが作成する廃止措置計
画に定められた期限や目標を達成する上で必
要な知見や経験を提供する。PBO の入札プ
ロセスや条件等は NDA が示している。
　図 4 は英国における廃炉処理に関わるステ
イクホルダーの全体像である。�
－NDA が廃止措置責任を有するサイトは法

律で決められており、新規原発はそれに含
まれない。ただし、廃棄物処分については
NDA が場所を確保する責任を有している。

－NDA は EDFE 及び今後英国内に建設され
る全ての原子炉の廃止措置計画を精査する。

－NDA は土地の永久保持者であるが、廃炉
作業自体を行うわけではなく、また、原子
力事業所のライセンスも保持していない。
Management and Operations契約に従って、
Sellafield Limited 等の SLC を監督する。

－NDA は廃炉予算の配分や、廃炉のペー
ス（19）、内容を左右する権限を有し、実際
に廃止措置戦略（20）を策定し、それをスペ
ックに落とし込む一方で、SLC はそれを
満たす計画（ライフタイムプラン）を作
成する。PBO はこのライフタイムプラン

（Lifetime Plan）の作成を補助する。この
計画が適切に実施できているかが NDA の
評価基準となる。

－NDA は SLC の経営方法（How）には関与
しないが達成（what）には関与する（以
前は関与していて問題があった）。

－PBO（Parent Body organization ）の中で
も Nuclear Management Partners Limited

注 1 ：NDA（原子力廃止機関）： Nuclear Decommissioning Autority（Non Govermental 
Body）

　　　SLC（サイトライセンス会社）: Site Licence Company: Magnox Ltd Sellafield Ltd 
LLWR Ltd Dounreay Sites Restoration Ltd Research Site Restoration Ltd 
Springfields Fuels Ltd がある

　　　PBO（母体組織）: Parent Body Organization: UK Nuclear Waste Management 
Co. Ltd UKAEA Ltd Westinghouse Electric UK Holding Ltd Reactor Site 
Management Co Nuclear Management Partners Ltd がある

　　　M&O: Management & Operation contracts 
注 2 ：NDA との “Parent Body Agreement”契約による契約期間は、PBO は SLC の

株式を所有する（貸付される）。年度契約により更新・解除される。解除されると、
この株式は NDA に戻ることになる。

出所：NDA “The New Management Arrangements for Sellafield”

図 4 　英国における廃炉処理に関わるステイクホルダーの全体像
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は AREVA（フランス）、URS（アメリカ）、
AMEC（イギリス）によるコンソーシア
ムにより設立された。

－NDA との“Parent Body Agreement”契
約による契約期間は、PBO は SLC の株式
を所有する（貸付される）。年度契約によ
り更新・解除される。解除されると、この
株式は NDA に戻ることになる。SLC のう
ちセラフィールド社についてのみ安全なオ
ペレーションのため、2016年 3 月より所有
権が全て PBO から NDA に戻され、SLC
はそのプログラムを手助けする“Strategic 
Partner”となる（NDA（2015））。

－SLCは原子力事業所のライセンスを保持し、
事業所における原子力の安全と危機管理、
環境保全に関する法的責任を持つ。NDA
との契約下において、事業所を運営する。

－SLC に対して NDA は保有する原子力発電
所の管理の運営を委託する（21）。SLC での
運営には廃炉に関する国際標準の技術を
持つ PBO が競争入札により決められ（22）、
SLC に出資した上で、廃棄物処理を遂行
するに必要な人を送り込む。

－PBO は SLC が自らが作成する廃止措置計
画に定められた期限や目標を達成する上
で必要な知見や経験を提供する。PBO の
入札プロセスや条件等は NDA が示してい
る。許容可能なリスクの範囲については
NDA が主導し、規制や地元のステイクホ
ルダーとよく議論している（23）。

－研究開発は複数のサイトにまたがるもの
であると NDA、SLC が共同で行い、サイ
ト特有な研究開発は SLC が実施する。結
果として得られる知的財産権は、従来は
NDA に全て属していたが、2014年現在で
は変更されている。

－プロセスの透明性確保のため内部監査及
び監査局（NAO : National Audit Office）
による外部監査がある。議会による NDA
の監査も行われる。監査局（NAO）の
Recommendation については、対応レポー

トを作らねばならず、これは NDA 総裁が
英国議会（Public accounts committee）で
報告することになる。

－Environment Agency はイングランドとウ
ェールズでの、放射性放出や放射性物質処
分を含む、原子力事業地での環境問題の規
制に対する責任を担う。

－Office for Nuclear Regulation（ONR） は
2011年の 4 月に設立された機関で旧 The 
Nuclear Installations Inspectorate と 旧
Civil Nuclear Security であった。英国全
土での原子力の安全と危機管理の規制の責
任を負う。

－Shareholder Executive は Department 
of Energy and Climate Change の代理と
し て NDA を 監 督 す る、Department for 
Business, Innovation and Skills 内の執行機
関である。

3.2.2.　NDA の役割
　2005年 4 月 1 日に設立された NDA の役割
は、以下の 4 つである。
1NDA が保有する民間原子力施設の廃止措置
2放射性廃棄物の長期的な管理に関する政策

導入の責任
3EDFE（旧ブリティッシュエナジー（BE））

及び英国内に建設される全ての原子炉の廃
止措置計画を精査する

4原子力債務基金の負担見積り
　NDA は200名強の従業員数である。うち、
既に技術や経験のある人を採用している戦略
部門は25名程度である。
　新しい原発の廃炉について NDA は責任を
有しないため直接的な指導や意見はしない。
しかし、NDA は廃止措置や廃棄物対策に関
する専門性を有するため、政府の意向に基づ
き、事業者（2014年現在 EDFE のみ）が ５
年ごとに示すことになっている廃止措置計画
や、廃棄物処理計画に対して、アドバイスを
することがある。そのため、NDA の業務の
大半（95％）は NDA が廃止措置の責任を有
する Legacy 施設であるが、EDFE の原発に
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関する業務を行う部署がある（Warrington、
Preston 近 く、 ６ 名 ほ ど ）。 そ の 部 署 は
EDFE の ８ つの Station の廃止措置計画及
び廃棄物処理計画に対してアドバイスを行
う。NDA は原子力債務基金（NLF）に入
った資金を EDFE に戻す時の EDFE からの
Allocation の審査を行う。審査には Qualified 
Scope と Non-qualitied scope がある。Costs、
Technical Standard などいくつかの Criteria
により EDFE の ８ つの原発に等しく適用さ
れる。
　NDA は内部的には（公式ではないが）自
らの顧客は政府であると思っている（24）。
　NDA の収入も一度、国庫に全て入り、そ
の上で再配分されている。NDA の活動費用
の全額が国の予算から支出されている。
3.2.3.　セラフィールドサイトの処理形式の

変化
　尚、セラフィールド社の管理するサイトに
ついては廃炉の管理の不確実性リスクが特に
高いということで、SLC のうちセラフィー
ルド社についてのみ安全なオペレーションの
ため、2016年 3 月より所有権が全て PBO か
ら NDA に戻され、SLC はそのプログラムを

手助けする“Strategic Partner”を管理する
ことになる（NDA （2015））（図 5 参照）。
3.2.4.　NDA の財務
　図 6 、 7 にあるように、NDA は通常の民
間企業であれば債務超過企業であり、国の全
面支援のもとに事業が成立している。
　図 6 における事業収入は、所有の再処理施
設を使った再処理手数料である。
　図 7 にあるように、Cost of decommissioning, 
security management コストなどで原子力引
当金（Nuclear provision）は増えるが、政府
からの資金で補充される。資産は主に再処理
施設である。
3.2.5.　NDA のプロジェクトの優先順位付け
　英国においては、廃炉処理に伴う不確実性
について、極めて臨機応変に対応する全体ス
キームを持つ。基本的な考え方は許容される
リスクの中で、廃炉作業を円滑に進めるもの
であれば、戦略的に採用していこうというも
のである。戦略管理システムは NDA が調査
を行い、成立しうるシナリオを抽出し、好ま
しいシナリオを選択する。バリューフレーム
ワークは、戦略を立案する上で考慮すべき安
全、ハザードの低減、環境影響、コスト社会

注：NDA（原子力廃止機関）: Nuclear Decommissioning Autority（Non Govermental 
Body） 

　　SLC（ サ イ ト ラ イ セ ン ス 会 社 ）: Site Licence Company: Magnox Ltd Sellafield 
Ltd LLWR Ltd Dounreay Sites Restoration Ltd Research Site Restoration Ltd 
Springfields Fuels Ltd がある

出所：NDA “The New Management Arrangements for Sellafield”

図 5 　NDA とセラフィールド社、ストラテジックパートナーとの関係
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経済影響等の事項を抽出し、それらを踏まえ
て優位順位付けしたプロセスを開発する。
　NDA が行う戦略の立案及び、戦略に基づき
各サイトの廃止措置を進めていく上で、どの
ように優先順位をつけるか（Prioritisation）は、
予算とその分配の妥当性を示す上で重要なテ
ーマである。優先順位は、バリューフレーム
ワーク（25）を念頭に検討される。具体的な手
法論は試行錯誤と改善活動が続けられている。

　予算申請は、Shareholders Executive（26）（ 6
人程度の人員が NDA の業務担当）が兼務で
見ており、同所が承認した場合、財務省に提
出される。財務省と予算接衡を経て最終的
に NDA の予算が決定される。Shareholders 
Executive と NDA のミーティングは年に ４
回、その他に非公式会議が随時ある。
　また監査局（NAO）は NDA の以下の ２ 点
の監視を行う。

注：Nuclear provisions are discounted nuclear liabilities
出所：Nuclear Decommissioning Authority “Annual Report and Accounts 2013/2014”, 

Consolidated Statement of Comprehensive Net Expedite より作成

図 7 　NDA のバランスシート（2013／2014）

注： 1 £＝182円
出所：Nuclear Decommissioning Authority “Annual Report and Accounts 2013/2014”, 

Consolidated Statement of Comprehensive Net Expedite

図 6 　NDA の2013年度（2014年 3 月）支出収入の内訳（100万ポンド）

Authority Administration  42 
Program Expenditure  867
Adjustments to Provisions  7,415 2013
Other expenditure  115 

Income 936

Net Expenditure  7,503 1 3,655
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1毎年の会計（Annual accounting）
2Value for money（27）の投資が行われている

が、Open Ended でコストを計上できない
ようにチェックしている。

　現在の体制になる以前の BNFL（28）の時
代は各関係機関の役割分担があいまいで、
BNFL の所有は政府であったが、民間企業
として運営されていた。BNFL から NDA
に 改 組 し た 時 に「Safer, Faster, Simpler, 
Cheaper」哲学が培われ組織に根付いた。英
国は廃炉の歴史が長いため有用な人材が廃炉
に集まっている。
3.2.6.　各ステイクホルダーへのインセンテ

ィブ付け
　SLC へのインセンティブ付けは求められ
た評価基準を満たし、ライフタイムプランが
目標より早くもしくは安く達成できた場合
は、SLC は追加報酬をもらえるという仕組
みがある。
　PBO は Commitment achieved で目標達成
により評価される。如何にアプローチしたか
の「How」は要求せず、目標を達成したか
の「What」だけみる。
　ライフタイムプランに添って計画が進まな
い場合、SLC もしくは PBO での報酬が減じ
られるといった措置がとられる。しかし、廃
止措置が計画通りに進まない場合の最終的な
責任は NDA にある。なお、SLC は PBO に
ついては競争入札により変更することが可能

（パフォーマンスが挙がらない場合の措置の
一つとしても使用可能）。
3.2.7.　原子力規制委員会（ONR）と NDA

の役割分担（29）

　ONR は核燃料物質を使用する施設のライ
センスを規制する機関である（30）。サイトの
ライセンスは NDA ではなく、SLC が有して
いるため、直接的には ONR が SLC を規制
する。
　しかし、時に廃止措置戦略の実現において、
規制の見直しや確認が必要であるため、NDA
と ONR は適宜に対話を実施している。例え

ば、廃止措置終了時の汚染の確認方法や、終
了後の土地の管理方法は、廃止措置の終了状
態（エンドステート）をどのように定義する
かと密接に関わるため、規制上、どのように
汚染確認を行うか、廃止措置終了後の土地に
管理を求めるのか、記録を残して制度的な管
理をするのかなどの議論が両者の間で行われ
ている。
　NDA が不十分と判断する規制や不合理と
判断する規制について ONR と相談する場合
がある。また、NDA がより優先度の高いプ
ロジェクトに集中するため、より優先度の低
いプロジェクトを後回しにする可能性もあ
る。そういった場合、ONR がサイトの安全
を規制する視点とかち合う可能性がある。
　戦略にはこういったことが想定されるた
め、戦略立案の過程において NDA は ONR
との達成目標のすりあわせとコミットメント
を行う。
3.2.8.　技術の継承（45）

　NDA、SLC、PBO でどこに廃炉の技術・
ノウハウが残るかについては NDA が土地、
資産を所有しているため、知的財産という観
点では NDA が保有者となる。しかし、ノウ
ハウという観点では、実際にサイトで活動
をしている SLC により多く残ると思われる。
特に、日々の作業を通じて、PBO からの優れ
た技術やマネジメント手法がノウハウとして
蓄積されていくことが期待されている。また、
NDA は多数サイトを抱えているというメリ
ットを活かし、サイト横断的にノウハウの蓄
積する仕組みの構築などに力を注いでいる。
　なお、PBO に対しては、SLC に対し、そ
の優れたノウハウを提供することが期待され
ているが、個々の廃止措置プロジェクトから
新たな技術開発や運用のノウハウは当然得て
いると考えられる。
3.2.9.　廃炉費用の見積もり
　将来費用現在価値への割引率は2014年現在
実質マイナスになっている。インフレ率が 3
％でBond Rateが1.4％のため−1.6％である。
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　 0 〜 5 年−1.6％、 5 〜10年−0.8％、10年
以降は2.2％で割り引いているため、50Billion

（アニュアルレポートの数字）であるが、もし
0 〜 5 年−1.6％、 5 〜10年−0.8％、10年以
降−0.4％で割り引くと100Billion￡になる。
　NDA が持つ財務的に大きな懸念の１つは
この割引率設定の問題となっている（31）。

3.3.　英国における倒産隔離ファンド
3.3.1.　原子力債務基金 NLF Limited
3.3.1.1.　NLF Limited の設立経緯
　企業体としての NLF（Nuclear Liabilities 
Fund）Limited は1996年 3 月28日 に ス コ ッ
トランドにおいて設立され、設立当初の主要
な目的は旧ブリティッシュエナジー（British 
Energy pc）に対して、廃炉の長期コストへ
のファイナンスを行うことであった。BE の
valid claim を満たした後の全ての余剰は英
国政府の国庫に返還されることになった。
　NLF はスコットランド法に基づき設立さ
れた The Nuclear Trust の Trustees が共同
で全ての ordinary share の100％を所有する
Limited company となっている（32）。British 
Energy は Trustee に合計で100 £で譲渡し
Trustee が Trust Fund を所有する。この背景
にはスコットランド法における方が英国法に
おけるより、解体（Dissolve, undo）されに
くかったことがある。これはスコットランド
法においてはイングランド法では認められて
いない公益的（Charitable）でなくてもよい
公共信託が認められているからである（33）。
こ の 場 合 は、 不 特 定 多 数 の 人（general 
public）に被益することになる NLF は、公
益的（Charitable）ではないということで、
スコットランド法の司法権（jurisdiction）の
及ぶ範囲においてのみ、公共信託（Charitable 
Trust）として、税法上の特典を認められる
ことになる（34）。NLF の法的 Status を保護す
る規定はない。1996年に Charitable Status
の申請をしたが、Charities Commission に認
められなかったという経緯がある（35）。

　BE は2001〜2002年に財務状況が急速に
悪化、2002年 9 月英国政府に緊急財政支援
を求めた。原子力の安全に関する国際的な
取り決めと責任のため英国政府は BE に対
して410Million￡を上限とする支援（credit 
facility）を行った（36）。2002年11月英国政府
は BE の再建計画が承認実施され、さらに財
政支援を行うことを宣言した（37）。EU との関
係や国内の政治的な問題もあり英国政府は、
BE を支援する立場を明確にした（38）。
　NLF は2001年の NETA 導入に伴う BE の
経営危機に際し、公的信頼を維持するため
政府による BE への財政支援の実行機関とし
て、運営母体である BE とは独立し、隔離

（Segragated）された Trust の継続的な必要
性が認識された（39）。その存在意義は現在の
期待される役割とは異なるものである。
　このような背景から構造的に原発を所有す
る事業体である EDFE から隔離された Fund
を構成している（The Nuclear Trusts は98 £
を拠出し、ordinary share capital の100％株
主である。The Nuclear Trust には 5 人の受
託者（Trustee）があり、この 5 人は NLF
の取締役（Director）でもある）。 5 人のう
ち 3 人は英国政府が選び、 2 人は EDFE が
選出する。 3 年の任期で更に 1 度に 3 年間延
長 で き る。 役 割 に は 投 資（Investment 
management） 担 当、Nuclear Scientist

（operator）、Lawyer 等 が あ る。 普 通 株
（Conventional stocks）資本の Title は NLF
が持つ。NLF には従業員はおらず、全て
Director が執行役員（Executive）である。
　NLF は法人税（Corporate tax）を含む課
税対象の法人である。Tax 後で0.7％の利益
率がある。NLF に求められるもう 1 つの役
割は、資産を最大化（Maximize）して負債
を最小化（Minimize）して納税者の負担を
少なくすることにある。
3.3.1.2.　NLF の財務状況
　1996年に 2 億3,200万£の資産（Assets）で

（endowed with）あったが、現在は88億￡と



− −68 信託研究奨励金論集第37号（2016.11）

なっている（図 8 ）。現在 NLF の貸借対照表
（B/S）の Cash and Cash equivalent 80億￡の
うち、26億￡は BE の再上場時のものである。
NLF は2005年 1 月のロンドン株式市場への
再上場時に得た株式を売却し、2007年 5 月に
Cash sweep payment の 3 ％を23.4億￡で売
却した。残りは2008年に BE は EDF からの
買 収 Offer を 受 け、2009年 1 月 に EDFE が
BE を買収した際に125億￡で売却した。こ
の時の NLF の株式持ち分の売却益が44.21
億￡である（40）。
　BE には英国政府が支援していたが、BE の
税引き後のフリーキャッシュフロー（運用後）
の65％を NLF（NLF Cash sweep payment）
が、35％を他の投資家に配当として支払われ
る メ カ ニ ズ ム で あ っ た。Asset の Cash 
equivalent の部分の97.5billion￡75％は政府
か ら の お 金 が 元 と い う こ と で 財 務 省

（Tresnny） の National Loans Fund に 利 子
1 ％以下（0.41～0.42％）で運用・再投資さ
れる（41）。尚、National Loans Fund への投資

は、政府により強制されているのではなく「期
待」されている。
　Financial Asset はインフレが 2 ％（2011/ 
2012年の Bank of England のインフレ率は
2 ％）のためそれを 2 ％上回る 4 ％で運営
されるのが目標である。Financial Assets
の 6 億3,800万￡は運用会社の Black Rock 
Investment （UK） Limited が 運 用 す る。
負 債 項 目 に あ る Qualifying Liabilities に
は Contracted Liability と Uncontracted 
Liability があり、Contracted liability は使用
済核燃料 Spent Fuel でこれは大部分は政府
により支払われる。Uncontracted liability は
Radio active waste management で EDFE
が未だ契約をしていない（not yet have a 
contract in place） 例 え ば Sizewell B が
PWR の使用済核燃料を貯蔵する乾式貯蔵施
設の Dry Store を新しく建設するなどの勘定
である（45）。
3.3.1.3.　NLF からの費用支払メカニズム
　英国における原発の倒産隔離スキームでは

注：Qualifying Liabilities は NDA が決めた項目（原子力債務資金調達契約（NLFA）に
リストある）

出所：Nuclear Liabilities Fund Limited, Annual Report for the year ended 31 March 2014
より作成

図 8 　BS of NLF（2011/2012）
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出所：NDA “Trawsfynydd Site Summary”
http://www.magnoxsites.co.uk/wp-content/uploads/2014/03/Trawsfynydd-Site-Lifetime- 
Plan-20067.pdf より筆者作成

図 9 　英国における NLF への資金の流れ

注１：（*） EDFE から NDA への申請によってのみ発生する
　　　（**）“Trust”の５人の受託者は NLF の取締役
注２：CA：Contribution Agreement（負担協定）
　　　NLFA：Nuclear Liabilities Funding Agreement（原子力債務資金調達契約）
出所：2015年９月現地インタビューより筆者作成

図10　NLF の利害関係者
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現在稼働原発を持つ EDFE が NLF に毎年定
額の資金を拠出し、Fund とし、その Fund
から廃炉関連の支出を行うには NDA に申請
を行い、その承認を得る必要がある（図 9
及び図10）。NDA が精査し、認可した後は
NLF から支払うことになる。
　DECC、NLF、EDF は 負 担 協 定（CA : 
Contribution Agreement）と NLFA（Nuclear 
Liability Funding Agreement）（原子力負債資
金調達契約）を結ぶ。Shareholders Executive
は DECC の 代 理 と な り Governance と
Financial で Expert を派遣する。
3.3.2.　新規原発に提出が要求される廃炉

基金プログラム（Fund decommissioning 
Programme（FDP））

　今後の新設の原発に関しても、新たな
原 発 事 業 は 廃 炉 基 金 プ ロ グ ラ ム（Fund 
decommissioning Programme （FDP））を建
設前に作成することが、担当国務大臣（The 
Secretary of State）に2008年エネルギー法

（The Electricity Act 2008）において規定さ
れている。この FDP には廃炉核廃棄物の管
理及び処理に関する詳細とコスト計画が含ま
れていなければならないこと、そしてこの

FDP の承認なしには操業してはならないこ
と等が定められている（42）。
　事業者は、このプログラムによって設立さ
れる独立基金が廃棄物や原発の解体に対す
る責任を果たすには十分なものであること
を保証する責任がある。核処理・原子力発
電所解体資金保証委員会（NLFAB : Nuclear 
Liabilities Financing Assurance Board） は
事業者が承認のために提出する財政的な案
や、基金の案の定期的な見直し、継続的な精
査に関して国務長官に助言を行う（43）。
　NDA は 廃 炉 措 置・ 廃 棄 物 管 理 計 画

（DWNP）の、核処理・原子力発電所解体
資金保証委員会（NLFAB）は資金調達計画

（FAP : Funding Arrangements Plan）の意
見書を Secretary of State に出す（44）。これ
を受けて担当国務大臣（Secretary of State）
は承認、否認、修正付き承認、の結果を出す

（図11）。
3.3.3.　英国の100年先を見越した計画作成
　図12は日米英の廃炉スケジュールを比較し
たものである。英国では安全貯蔵である。こ
れは安全貯蔵の100年近くの間に、廃炉に関
わる多くのリスクは縮小されると考えること

出所：2014年９月に DECC インタビューにより筆者作成

図11　新規原子力発電所のためのスキーム
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が基本にある。
　これに対し、日本は運転終了後速やかに解
体撤去し、跡地を有効活用という即時解体の
方針のため、英国のような長い除染期間は設

けていない（福島第一は例外）。また英国では、
廃炉費用をかなり固めに見ていることになる

（100年の処理期間、29基で 8 兆8,500億円）。
これに対し、日本は40年の廃炉処理期間で54

出所：U.S. NRC REGULATORY GUIDE 1.184 
　　　http://pbadupws.nrc.gov/docs/ML1314/ML13144A840.pdf
　　　RIST（高度情報科学技術研究機構） 
　　　http://www.rist.or.jp/atomica/data/pict/14/14050112/04.gif
　　　http://www.rist.or.jp/atomica/data/pict/05/05020314/02.gif

図12　廃炉スケジュールの日米英比較
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出所：NDA “Trawsfynydd Site Summary”
http://www.magnoxsites.co.uk/wp-content/uploads/2014/03/Trawsfynydd-Site-
Lifetime-Plan-20067.pdf

図13　必要投入人数の予測（Trawsfynydd Site の例）
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基でも（福島第一原子力発電所を除き） 3 兆
円程度である。
　図13にあるように廃炉に伴い60〜80年後に
必要となる人員数を計算していることからも
わかる（Trawsfynydd Site の例）。

4.　日本の原子力事業が英国の経験から
学べること

4.1.　日本の電力システム改革と原子力発電
　東日本大震災とそれに伴う福島第一原子力
発電所事故を契機に、これまでの地域割りの
垂直統合による一般電気事業者10社及び卸電
気事業者 2 社（電源開発㈱及び日本原子力発
電㈱）が中心となった電力供給体制と統括原
価方式による電気料金回収といった電気事業
制度における限界が明らかになってきた。こ
のため、以下の ３ つを目的に電力システム改
革が開始された（45）。1原子力発電以外の電
源や、分散型発電や再生可能エネルギーなど
多様な電源を導入し、安定供給を確保するこ
と、2競争を促進し、電力料金を最大限抑制
すること、3需要家の選択肢や事業者の事業
機会を拡大することである。我が国における
電力システム改革は2013年 4 月 2 日に「電力
システムに関する改革方針」が閣議決定され、
11月13日に可決・成立した「電気事業法の一
部を改正する法律」において改革の第一段階
の広域的運営推進機関の設立が決まった。こ
れに次ぎ、2014年 6 月11日、改革の第 2 段階
も参院で可決・成立し、電気の小売業への参
入の全面自由化が2016年を目途に実施される
ことになった（46）。
　今後は、第 3 段階の法的分離方式による送
配電部門の中立性の一層の確保が、検討され
ていくことになる。
　このように新たな事業者の定義付けがなさ
れる中で廃炉措置を含め原子力発電をどのよ
うに位置づけるか早急に対応すべき課題であ
る。我が国の原子力発電所の今後は発電所ご
とに米国のように新設の原発に政府が債務保

証を行い、自由競争の中で競争させるか、ま
た、英国のように固定価格買い取りで行い、
市場競争の枠外に置き保護するかの切り分け
をする必要がある。

4.2.　廃炉の制度設計
4.2.1.　廃炉の回収不能投資の回収
　英国においては廃炉費用は既存のものは政
府負担（税金で負担）することになっている
が、我が国においては、総括原価における料
金算入が送配電部門以外は2016年以降できな
くなることから、現在、その制度設計を検討
中である。原発の設備は原子炉格納容器のよ
うな「廃止措置中も引き続き役割を果たす設
備（廃止措置資産）（47）」と「発電のみに使用
する設備（発電資産）（48）」に大別されるが、
前者は、廃止措置中も引き続き資産として計
上され、減価償却を可能にする会計制度の改
正が2013年に行われた（49）。しかし総括原価
方式による料金収入の手当てが2016年の小売
全面自由化以降なくなれば本会計制度は適用
できなくなる見込みである（50）。
　後者につき、発電資産については減価償却、
核燃料資産については費用化がなされるが廃
炉の判断によっては、バックフィット制度や
40年の運転期間延長認可制度等の影響によ
り、計画外に発生する廃炉に伴う費用（資産
の残存簿価、廃炉費用のうち引当が済んでい
ない分、その他これらに準ずるもの）につい
ては従来一括での費用計上が必要になってい
た。運転開始後40年が経過した 7 基について、
一括計上が必要と見込まれる額（資産）は 1
基あたり210億円程度（核燃料関係：120億円
程度、発電設備関係：80億円程度）とされて
いる（51）。現状では原価算入が認められている
ため料金改訂を行い、 3 年間で回収するよう
にするためもし実行されれば、短期的に料金
水準が上昇する可能性が理論的にある他、費
用一括計上するため、債務超過になる可能性
もある（52）。このように一括費用計上には問
題があるため、固定資産仮勘定の中に新たに
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「原子力廃止関連仮勘定」を新設し、廃止期
間中も10年かけて減価償却ができるように電
気事業法会計規制を改正する（53）。また託送
料金に上乗せして回収できるようにする（54）。
これらとは別に解体引当金についても運転期
間40年に安全貯蔵期間10年を加えた期間を原
則的に引当期間とし、原価算入ができること
とされた。しかしながらこれも上記廃止措置
資産と同じく、総括原価方式による料金回収
の手当てが2016年以降なくなれば引当はでき
なくなるおそれがある。このため2016年の小
売全面自由化から2018～2020年を目途とする
料金規制撤廃までの期間はこの規制料金の原
価に廃炉費用が含まれ、その後の小売料金規
制撤廃より後は送配電事業者が「託送料金の
仕組みを利用し、小売事業者から費用回収で
きる程度」の案が議論されている（55）。
4.2.2.　日本版 NDA の創設
　我が国においては事業者が「設置者の責任
において」、廃止措置計画を立てて行うため、
どのように廃炉にするかに事業者にある程度
の裁量権がある。国の方針としては「速やか
に解体撤去」があるが国として統一した廃炉
計画基準を示すべきである。

　これまで使用済み核燃料については国が面
倒を見るが、廃炉については事業者に任せら
れてきた面があったが、今後はこの部分に関
して企業と国の間で責任と費用分担を明確に
するだけでなく、国の中でも廃炉に関わる機
関ごとの権限と責務を明らかにする必要があ
る。
　我が国では原発政策の関与者が資源エネル
ギー庁、文部科学省、原子力規制委員会、原
子力規制庁、原子力損害賠償・廃炉等支援機
構と複数存在し、結局どこが何の権限と責任
をもつのかが外から見て、明らかではない。
この点でも廃炉に政府が責任をもつ日本版
NDA で一元的に廃炉に対応することが望ま
しい。この点で、野党 6 党が2014年 5 月21日
に共同提案提出した「原子力規制委員会設置
法改正案」にあるように廃炉に関する審査機
能を原子力規制委員会に持たせようとする試
みは第一歩として正しいと思われる。
　図14、表 2 は英国と我が国の廃炉に関
する規制・監督枠組みを英国の NDA と我
が国の原子力損害賠償・廃炉等支援機構

（NDF : Nuclear Damage Compensation and 
Decommissioning Facilitation Corporation）

注：IRED: International Research Institute for Nuclear Decommissioning：技術研究
組合 国際廃炉研究開発機構、TEPCO（Tokyo Electric Power Company）、EA: 
Environmental Agency

出所：筆者作成

図14　英国 NDA と日本 NDF における規制・監督フローの比較
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を比較したものである。両国とも規制・監督
のフローは似ているが、権限において大きな
差異がある。我が国の原子力損害賠償・廃
炉等支援機構（NDF）は英国 NDA と比べ
て、廃炉に関する予算・責任の権限において
弱く、電力会社が実際の所有と運営を行うこ
とから、構造上、自主性を持つことができて
いない。我が国においては、福島第一原子力
発電所事故以降、東京電力と日本原子力損害
賠償、廃炉等支援機構で廃炉を進めている
が、目前の原発の廃炉処理に終われ英国ほど
系統立てて廃炉業績評価の仕組みを構築し長
期的な戦略を立てているわけではない（図14
参照）。人員体制も現状では十分とは思えず、
今後一層の強化が必要となろう。特に廃炉
事業は100年単位の時間がかかるため、NDA

が日常の運用は、SLC 及び PBO に任せ、最
小コストになるように長期的、戦略的な視点
に集中しているように我が国も長期的な視点
から取り組む体制を作るべきである。
　更に日本原子力発電は原発の廃炉作業受託
や海外事業強化など事業を多様化する方針を
打ち出していることから（56）、英国の SLC（サ
イトライセンスカンパニー）のように原発廃
炉作業運用の受け皿になる可能性もある。
4.2.3.　日本版 NLF の創設
　廃炉、バックエンド処理に関して、電力会
社から倒産隔離された公益信託基金の組成も
必要となってくるだろう。前述のように英国
では既存原発については電力会社（EDF エ
ナジー）から倒産隔離された NLF（原子力
債務基金）が存在している。他方新設の事業

注 1 ：1 £＝182円
注 2 ：IRID：International Research Institute for NuclearDecommissioni）：技術研究組合 国際廃炉研究開発機構
出所：英国は Nuclear Decommissioning Authority Annual Report and Accounts（Financial Year: April 2013 to 

March 2014）
　　　NDA の組織図は http://www.nda.gov.uk/publication/nda-organisation-chart/
　　　日本は平成２６事業年度財務諸表（原子力損害賠償支援機構）

表 ２ 　英国 NDA と日本 NDF の機能の比較
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者は新たに倒産隔離された Fund を運営する
会社を設置する必要がある。米国においても
1988年に原子炉の廃止措置信託基金要件が規
定され、各事業者が倒産隔離の信託基金を設
定することになる。現在、ドイツにおいて生
じているように、再生可能エネルギーの大量
導入で、卸市場の価格が下落し火力発電が収
益の中心の電力会社の収益は急速に悪化して
いることから、原発を抱える事業者が倒産リ
スクにさらされている。我が国でも自由化が
本格化した時に原発を抱える事業者は倒産リ
スクがある。こうした点から我が国におい
ても倒産隔離の廃炉基金設立（日本版 NLF）
の必要性は大きい。
4.2.4.　廃炉処理スキームの提案
　図15は以上の議論を受けて、自由化された
電力市場下における廃炉処理スキームを示し
たものである。

　まず廃炉を国として制度化する仕組みづく
りも急がねばならない。2016年以降の電力小
売りの全面自由化により送配電部門を除き総
括原価が撤廃されることから、電力会社の経
営環境は厳しくなる見込みで、各社個別に原
発を維持運営する今の体制は維持できなくな
る恐れがある。このため、我が国においても
英国のように作業は個別のサイトで行うにし
ても、国もしくはそれに代わる機関が一元的
に廃炉戦略の方向性を合わせ、廃炉ノウハウ
を蓄積し（特に同じ型の炉）、最終的に責任
を持つ体制作りが必要となる。最近の動きで
は日本原子力発電は東西に分社化し、西会社
は他社の老朽化した原発での廃炉に協力、東
会社は東京電力の柏崎刈羽原発の再稼働で協
力する方向を示した（57）。併せて運営や廃炉
作業は国際入札で最も優秀で国際競争力のあ
る事業者に任せるという方法もあるだろう。

注 １ ：使用済燃料再処理費
　　：原環センターに積立、再処理の際に取り戻して日本原燃に支払い
　　　準拠法【原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積立て及び管理に関する法律】
注 ２ ：特定放射性廃棄物処分費
　　：NUMO 経由で原環センターに積立、処理時に NUMO が取り戻して使用
　　　準拠法【特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律】
注 ３ ：原子力発電施設解体費：事業者が内部積立準拠法【原子力発電施設解体引当金に関する省令】
注 ４ ： 2015年 8 月31日の経済産業省資源エネルギー庁、原子力事業専門 WG にて、使用済み核燃料再処

理事業に関して、原子力事業会社と日本原燃の間に再処理等の実施責任を果たすための認可法人が
実施主体として入る案が、同省より提案された。

出所：筆者作成

図15　我が英国の自由化された電力市場下における廃炉処理のスキームの提案
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　廃炉費用のための倒産隔離基金を信託方式
で創設することも必要である。現在は高レベ
ル放射性廃棄物の最終処分に係わる費用は電
力会社が NUMO に拠出金を支払い（特定放
射性廃棄物に関する拠出金）、核燃料リサイ
クル費用は、日本原燃に対する電力会社の出
資金及び電力会社の日本原燃に対する債務保
証による借り入れとなっている（電力会社は
使用済核燃料再処理引当金として積立金処理
している）。しかし、廃炉費用に関しては原
子力発電施設解体引当金として電力会社社内
に積み立てるのみで、倒産隔離されていない。
我が国においても信託方式で倒産隔離廃炉基
金（仮称　日本版 NLF）創設すべきであり、
そこからの廃炉費用の拠出に関しては日本版
NDA がその適正を審査し、その資金拠出を
承認するシステムを構築すべきである。個別、
原子力事業者ごとに廃炉基金を作るべきか、
日本山タイとして１つの廃炉資金を作るべき
かは、議論が分かれるところであるが、その
実行に当たっては、これまで日本原燃設立等
で進められてきた経緯（松永／掛川（2001））
を踏まえ、電気事業連合会を中心に方針を決
め、準備会を作って検討を進め、法改正がで
きたところで、その組織を会社設立発起人会
する手順があるだろう。�
4.2.5.　使用済核燃料の再処理との関係
　コスト等検証委員会報告書（2011）でも直
接処分モデル（58）に比べて現状モデル（59）及び
再処理モデル（60）はコスト（円/kWh）が高い。
このように再処理に経済性がないことは数値
から明らかであるが、原発の再稼働を決定し
た場合は核兵器所有国でない我が国では使用
済核燃料の貯蔵・保管・再処理が問題とな
る。再処理を行いその費用を出資・前払金・
債務保証もしくは原子力発電環境整備機構

（NUMO）に対する拠出金といった民ベース
での費用の支払いを行った場合、自由化され
た電力市場では原子力発電を保有する発電事
業者は、このことで競争力を失うことになる。
六ヶ所再処理工場の稼働がうまくいかない場
合はさらに大きな財務リスクを負うことにな
る。

5.　おわりに

　英国では政府が原子力発電に関し債務保証
を行う他、廃炉費用なども含めて長期の投資
回収に必要な固定価格と、市場価格との差
額が保証される差額精算型固定価格買取制
度（FIT-CfD）が、新設が決まった原発で初
適用となる見通しであり、35年間の買い取り
予定となっている。また英国では官民が協力
して既存の原発に関しては、倒産隔離型の
NLF（原子力債務基金）を組成し、新設の
原発にも同様の Fund を組成することを義務
付けている。
　このように英国の制度設計上の重要ポイン
トは廃炉作業の制度設計に関して、政府が最
後まで責任を取る姿勢を明確にすると同時
に、競争やガバナンスの視点を取り入れてい
ることにある。
　こうした施策により、英国の廃炉事業には、
有能な人材が集まってきている。
　他方、我が国においては電力改革の外形の
方向は決まったが、原子力事業の位置づけが
未だ問題となっており、制度設計の方向と概
略が固まっていないことから将来的人材の確
保までもが危機にさらされている。
　以上の点から、原子力政策とりわけ廃炉政
策に関して我が国が英国から学ぶ点は多く、
引き続き研究を進めていきたい。
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表 3 　（参考）英米日の廃炉に係る政策比較
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【注】
（1）	 PowerGen が E.ON に至る変遷について

は以下のとおり
　1995年 9 月、Hanson 社が Eastern 社を買収
　1996年 7 月、Eastern 社（Hanson 社の子会

社）が PowerGen と National Power から発
電所を購入（石炭火力発電所、内訳　PG: 
2GW, NP: 4GW）

　1997年 2 月、Hanson 社が Eastern 社を手放
す

　1998年 9 月、TXU が Eastern 社 を 買 収、
社名を TXU Europe に変更

　2002年 7 月、E.ON が PowerGen の買収を
完了

　2002年10月、PowerGen （E.ON の 子 会 社
として）TXU の英国の資産（英国におけ
る電気・ガス供給事業と発電資産）を買収

　2002年11月、TXU Europe 倒産
　2004年 6 月、PowerGen が 社 名 を E.ON 

EU に変更
（2）	 EDF 社の配電部門は2010年10月に UK 

Power Networks Holdings Limited に売却
された。同グループは香港の長江実業家の
インフラ企業のコンソーシアムにより所有
されている（2011年）。

（3）	 Magnox ltd の概要
　http://www.magnoxsites.co.uk/what-we-

do/our-phases-of-work-overview/
（4）	 DTI（2003）P44
（5）	 DTI（2006）
（6）	 DECC（2010） : “Appraisal of Sustaina

bility of the revised draft Nuclear National 
Policy Statement: Main Report”

（7）	 法案が両院の議会の全ての段階を完了し
た段階で、royal asset を受ける準備が整
ったことになる。この時に、正式に女王か
ら法案を制定案（Act of parliament（law））
とすることへの認可を得ることになる。

　出所；http://www.parliament.uk/about/
how/laws/passage-bill/lords/lrds-royal-
assent/

（8）	 DECC（2011） ： “Planning our electric 
　future: a White Paper for secure, affordable 

and low‑carbon electricity”
（9）	“Investing in Renewable Technologies 

（2013 DECC）”より翻訳抜粋
（10）	 https://www.gov.uk/government/

policies/increasing-the-use-of-low-carbon-
technologies

（11）	 DECC（2013,June）
（12）	 HM Revenue & Customs （2011 March）, 

P5
（13）	 CPS （Carbon Price Suppor） = （炭素価



− −84 信託研究奨励金論集第37号（2016.11）

格目標値−市場価格）× 排出係数
　対象とする発電事業者は CPS を（英国）国

内政策気候変動税（CCL : Climate Change 
Levy）の一部として払わなければならない。

（14）	 HM Revenue & Customs “Carbon 
price floor: Reform and other technical 
amendnents”, P2, 2014年 3 月19日

（15）	 http://www.publications.parliament.uk/
　pa/cm201012/cmselect/cmenergy/1065/ 

1065we04.htm　英国石炭連盟の覚えがき
　（memorandum submitted by the Confede

ration of UK Coal Producers）
（16）	 この他、既存および新規の火力発電所

には環境面での規制が課されている。
　現存の発電所のオペレータは、遅くても

2004年 6 月30日に提出されたEnvironment 
Agency に提出される宣言書に同意せねば
ならず、その宣言書は、20000時間以上発
電所は稼働させず、遅くとも2015年12月31
日には閉鎖しなければならないというもの
で、2008年 1 月 1 日から2015年12月31日ま
で有効である。 （Environmental Permitting 
Guidence The Large Combustion Plants 
Directive for Environmental Permitting 

（England and Wales） Regulation 2010 
2010. March, Defra, P.13）

　現存の火力発電所には、2008年 1 月 1 日か
ら以下 3 つのコンプライアンスの選択肢が
与えられる。

　（DEFRA （2010） “Environmental Permit
ting Guidence_The Large Combustion 
Plants Directive for the Environmental 
Permi t t i ng  （Eng land  and  Wa les） 
Regulation 2010, P.11”）
・新規発電所に対する依存度をベースとし

た排出限度値のコンプライアンス
・排出量削減計画（NERP : National Emis

sion Reduction Plan）のもとで、欧州連
合域内排出量取引制度（EU-ETS）内で
操業を行う

・排出限度値のコンプライアンスか排出量

削減計画（NERP）から離脱する場合は、
2008年 1 月 1 日 か ら2015年12月31日 ま
で、操業を20000時間以内に制限する

（17）	 初めて臨界に達した最初の原子炉で核
兵器に使うプルトニウムを製造したものを
シカゴ・バイル 1 号といい、それと同型の
ものをパイル炉とよぶ。

（18）	 議 会 の 委 員 会（Public Accounts 
Committee） に よ る NDA の セ ラ フ ィ
ールド管理に関するレポート（Nuclear 
Decommissioning Authority: Management 
Risk at Sellafield ）

　http://www.parliament.uk/business/
committees/committees-a-z/commons-
select/public-accounts-committee/news/
nuclear-decommissioning-authority-
managing-risk-at-sellafield/

　レポートに対する NDA の反応
　http : //www.nda . gov . uk/2014/02/

publication-of-pac-report-into-progress-at-
sellafield/

（19）	 EEG08
　http://www.nda.gov.uk/publication/

egg08-nda-guidance-and-expectations-for-
business-cases-and-value-management-
rev8/

（20）	 Business Plan（戦略とライフタイム
プラン（この文献では SLC Plans と記載）
の関係、キーアクティビティ）

　http://www.nda.gov.uk/publication/nda-
business-plan-financial-year-beginning-
apr i l -2014-to - f inancia l -year -ending-
march-2017/

　Major Programme and Project report（主
なプロジェクトの進捗状況の評価レポート）

　http://www.nda.gov.uk/publication/pilot-
priority-programme-report-april-2014/

　４半期ごとの評価レポートの一例
　http://www.nda.gov.uk/publication/

quarterly-performance-report-quarter-4-
status-for-2013-14/
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　NDA のプロジェクトマネジメント手法に
ついて記載した文献

　http://www.nda.gov.uk/publication/pcp-
m-project-controls-framework-document-
rev2/

　上記の一連のプロセスを記載した HP サイ
ト

　http://www.nda.gov.uk/what-we-do/our-
priorities-and-progress/

　People and skills strategy
　http://www.nda.gov.uk/publication/

people-and-skills-strategy/
（21）	 LLWR ltd の M&O 契約と PBO 契約（他

の SLC の契約書は非公開）
　http://www.nda.gov.uk/publication/

management-and-operations-contract-in-
respect-of-the-low-level-waste-repository-
at-drigg/

（22）	 NDA の PBO の選定について（Contra
cts ,  Competit ion and Supply chain 
development）

　http://www.nda.gov.uk/contracts-and-
competition/

（23）	 2014年 9 月 NDA インタビュー
（24）	 公式には納税者が顧客であるが、NDA

の活動の妥当性を監査する政府を間接的に
顧客として設定することで、顧客のニーズ
をより具体的に知ることができるという意
味である。

（25）	 NDA Strategy（2011）P9
　http://www.nda.gov.uk/publication/nda-

strategy-effective-from-april-2011-print-
friendly-version/

（26）	 Shareholder Executive の目的は、政府
により所有、または一部を所有されている
企業の有力な株主になり、納税者に対して、
最高の価値を確保するために、民間部門へ
の政府の介入を管理することである。

　https ://www.gov .uk/government/
organisations/the-shareholder-executive

（27）	 同じプロジェクトを公共セクターが実

施する際に事業期間を通じて必要な財政
負担額の現在価値（PSC：Public Sector 
Comparator）と、PFI として実施する場
合の事業期間中に要する財政負担額の現在
価値（LCC: Life Cycle Cost） とを比較し
て、PSC を LCC が下回った場合は、その
PFI 事業を進める価値（VFM）があると
いうことになる。なお LCC と PSC が同じ
である場合は、PFI 事業のサービスがより
良質であれば推し進める価値がある（加賀
2015）。

（28）	 英国核燃料会社（BNFL: British Nuclear 
Fuels）

　1971年に原子力公社（UKAEA）の燃料製
造、濃縮、再処理などの燃料サイクル関連
部門を分割して創設された。84年には100
％政府保有の株式非公開有限会社（PLC）
となり民営化される予定であったが、政府
方針によって、凍結。05年に原子力廃止
機関（NDA）が設立され、BNFL の債務
と資産は NDA に移管された。その結果、
NDA からの委託により原子力施設を運転・
管理するだけの国有企業へと変更。事業再
編と売却も順次実施され、09年 5 月に全て
のグループ会社の売却・整理が完了した。
再処理と MOX 施設の立地する西カンブリ
ア州セラフィールドサイトの運転・管理
は、セラフィールド社（米国 URS 社、英
国 AMEC 社、仏アレバ社の合弁会社ニュ
ークリア・マネッジメント・パートナーズ
社が所有）に移した後、中止された。英国
核燃料会社（BNFL） － 海外の原子力 ｜ 
電気事業連合会

　http://www.fepc.or.jp/library/words/
genshiryoku/kaigai/europa/1225465_4582.
html

（29）	 2014年 9 月 NDA インタビューにより
作成。

（30）	 ONR の規制について
　http://www.onr.org.uk/our-work.htm
　ONR の核燃料物質利用に関するライセン
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スの規制に関する説明と文書
　http://www.onr.org.uk/licensing.htm

（31）	 2014年 9 月 NDA インタビュー
（32）	 Share capital に は 3 つ の カ テ ゴ リ ー

が あ る。1）The ordinary share capital
は Trustees に よ っ て 共 同 で100 ％ 所 有
さ れ る。Special share in issue も あ り、
2）Special share A は政府のために（On 
behalf of Government）、大臣（Secretary 
of State, ie a Minister）によって所有され
るもの 3）Special share B は EDFE によ
って所有される。通常の状況ではどちらの
share も投票権（voting right）を持たない。
それぞれが少し異なった権利（right）を
付与されている。Special share の方がこ
の arrangements を裏書（underwrite）す
る政府や廃炉と他の特定の負債に充当する
NLF の資産に依存する EDFE に対してそ
れぞれが、保護を提供していることになる。

（33）	 イ ン グ ラ ン ド に お い て は 公 共 の 利
益 の た め の 信 託 は そ の 目 的 が 公 益 的

（Charitable）とみなさなければ、通常は
無効である。しかしスコットランドではそ
のようなルールは適用されず、公共信託

（Public Trust）の有効性は、その目的が
公益的であるかに依らない。不特定多数の
人々の利益のために設定されているが、公
益目的を推進することはない「公共信託」
というものが存在しうるのである。しかし
ながら公共信託は一定の要件を満たせば、
税法上、公共信託（Charitable Trust）と
みなされて、税法上の特典を享受すること
ができる（以上渡辺宏之（2006）、P44よ
り抜粋）。

（34）	 2014年 9 月 NLF インタビュー
（35）	 2014年 9 月 NLF インタビュー
（36）	 英国政府は1996年 7 月においては BE

のいくらかのシェアを有していたが1996年
12月に全てのシェアを売却していた。

（37）	 NAO（2003）P4
（38）	 2014年 9 月 NLF インタビュー

（39）	 結果として、NLF の義務範囲は BE の
廃炉コストに加えて、BE のその他の負債
も含むものに拡大された。

（40）	 尚 EDFE は NLF に配当は払っておらず
Cash in payment と Contractual contribution
がある。

（41）	 National Loans Fund において投資さ
れている額は2012年 3 月31日で7,981（10
億￡）である。

（42）	 Energy Act 2008, chapter 8
（43）	 DECC （2011） “Waste Transfer Pricing 

Methodology for the disposal of higher 
activity waste from new nuclear power 
stations”, 68/114

（44）	 2014年 9 月 時 点 で Hinkley PointC の
プロジェクトカンパニーは、資金調達
計 画（FAP） と 廃 炉 措 置・ 廃 棄 物 管 理
計 画（DWMP : Decommissioning and 
Waste Management Plan）の素案を既に
Secretary of State に提出した。

（45）	「電力システムに関する改革方針」（平
成25年 4 月 2 日閣議決定）

（46）	 電気事業法の改正は ３ つの段階で行わ
れるため、改正される法律名も以下のよう
になる。

　第 1 段階　電気事業法の一部を改正する法
律

　第 2 段階　電気事業法等の一部を改正する
法律

　第 3 段階　電気事業法等の一部を改正する
等の法律

（47）	 原子炉格納容器など
（48）	 核燃料は会計上、発電資産と同様の扱

いをされる。「発電のみに使用する設備」
にはタービン・発電機などが含まれる。

（49）	 資源エネルギー庁、平成26年11月「廃
炉を円滑に進めるための会計関連制度の課
題」

（50）	 資源エネルギー庁、平成26年 8 月「競
争環境下における原子力事業の在り方」

（51）	 資源エネルギー庁、平成26年11月「廃
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炉を円滑に進めるための会計関連制度の課
題」

（52）	 資源エネルギー庁、平成26年11月「廃
炉を円滑に進めるための会計関連制度の課
題」

（53）	 廃炉に係る会計制度検証ワーキンググ
ループ、平成26年12月17日会合

（54）	 現行の託送料金制度においても送配電
部門に係る費用の他、電源開発促進税、既
発電分の原子力バックエンド費用（放射能
廃棄物の処理や使用済み核燃料の再処理、
原子炉の廃炉事業）については、託送料金

を通して回収されている。
（55）	 廃炉に係る会計制度検証ワーキンググ

ループ平成27年 1 月14日会合
（56）	 日本経済新聞2014年11月29日
（57）	 日本経済新聞2015年 1 月17日
（58）	 使用済核燃料全量を中間貯蔵後に直接

処分するモデル
（59）	 使用済核燃料の半分は20年貯蔵後、再

処理をし、残りの半分は50年貯蔵後、再処
理を行うモデル

（60）	 使用済核燃料は全て、 3 年後に再処理
するモデル

（ながやま　ひろあき）


